



















































られている。なお，2011 年 4 月以前は，ここに「薬物・物質の乱用・依存者」も
加えられていたが，後述する連邦司法省の「量刑と矯正に関するワーキンググルー
プ」による 2009 年の報告を受けて，こうした者も対象者とするべく，削除された。
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連邦労働省による資金提供は 1970 年末に終了したが，1971 年に創設された
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20） M. M. Feeley, op. cit., pp. 56-58.
64
ようになった。また，刑事司法の基準と目標に関する全米諮問委員会
（National Advisory Commission on Criminal Justice Standards and Goals）
は，1973 年に全ての法域に公判前ダイバージョンを確立するように勧告し
た。その結果，1974 年の時点で 57 のプログラムが 22 州及びコロンビア特
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公判前サービス法は，現在では合衆国法典 18 編 3152 条から 3156 条に編
さんされ，公判前サービス機関の設立，組織，運営，機能，権限等について
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れ，首席保護観察官（chief probation officer）又は首席公判前サービス官
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年には 45 州，コロンビア特別区及び米領ヴァージン諸島において，298 の
プログラムが実施されているといわれている40）。
公判前サービスを取り扱う専門家による非営利法人として，全米公判前
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る。2001 年度の連邦矯正局下の被収容者数は 15 万 7,000 人であったのに，
2014 年度の被収容者数は 21 万 7,400 人となり，2015 年 9 月時点での過剰拘
禁率は 126％となっている。その結果として，2000 年度の連邦矯正局の予算
は 38 億ドルで，連邦司法省の裁量予算の 18％を占めていたが，2016 年度に
は 75 億ドルとなり，裁量予算の 26％を占めるに至っている。今後も過剰拘
禁は続く見込みである47）。米国の刑事施設への収容率は世界一であり，連邦
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統計がある54）。連邦裁判所のホームページから入手できた 1993 年から 2015
年までの統計を整理したのが，次頁の表である。
これを見ると，1993 年から 2015 年までの間，連邦地区裁判所に係属した
者の数（Defendants filed）は，1995 年が最も少ない 6 万 3,004 人で，その
後は増加を続けて 2011 年には 10 万 3,638 人となったが，これをピークに減
少して 2015 年には 8 万 81 人となっている。
公判前ダイバージョンと公判前釈放とを合わせた公判前サービス全体の実
施件数（Total pretrial cases activated）は，1994 年が最も少ない 5 万 8,944
件であったが，裁判所に係属した者が増加するに伴って増加を続け，1997
年には 10 万件を突破し，2015 年にも 9 万 6,803 件となっている。
これに対して，公判前ダイバージョンの実施件数（Pretrial diversion 
cases activated）を見ると，最も多かったのが 1999 年の 2,896 件で，その後
は減少を続け，2010 年には 1,000 件を割り，2015 年には 786 件と低迷して
いる。
公判前サービス全体の実施件数に占める公判前ダイバージョンの割合は，



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（marijuana）2.3 ％， ② 規 制 物 質（controlled substance）1.8 ％， ③ 麻 薬














































最短は 1 か月，最長は 5 年間である。平均では 12 か月間で，これが全体






体の 26％であり，補償額は 500 ドル以下が全体の 23％を占めたが，平均は




































































前述した合衆国法典 18 編 3152 条から 3156 条には，公判前ダイバージョ
ンを実施するにあたっての手続に関する具体的な規定はない。こうした手続
について定めているのは，USAM9-22.200 である。もっとも，手続の詳細









































































































































































































61） M. M. Feeley, op. cit., p. 67.
62） 拙稿・前掲 1）10 頁。もっとも，同 14 頁に記載したとおり，英国の検察庁長官
指示では明確な自白までは求めておらず，自白の有無は実質的な判断が入らざる
を得ない点で，運用においては米国と大きな差が生じない可能性はある。
















・ 　ある地区検察局では，2014 年 11 月の時点で「公判前ダイバージョン
は推奨できず，例外的な場合にのみ許容される」という方針をとってい
た。この方針がどこまで影響しているかは定かではないが，この地区検

















































7,106 名のうち，一定期間刑務所に収容された者は 2,576 名であり，計算上
の数字ではあるものの，これらの者が刑務所に収容されたことによって，













65） Ibid., pp. 9-12.
66） Ibid., pp. 21-23.




おり，1 年間で 20 人以下というのが典型的である。例えば，イリノイ
中央地区の PADI プログラムは，こうしたプログラムとしては最も長
く実施されてきたが，2002 年から 2014 年までの間に 114 人を対象とし
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